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保育所に係る規制緩和政策批判

渡 邉 彩

At)stract

Withariseintheemploymentratesofthewomen,whoarethemothersofthepreschool

children,thenumbersoftheapplicationstothenurseryschoolshaveincreasedtlrom 1.94

millionin2OOlto2.13millionin2008.And,theshortagesofthenurseryschoolshavebeena

sehousproblem.Therefore,theJapanesegovernmenthasimplementedmanymeasuresIFor

instance,thegovemmenthasexpandedthecapacityorthenurser)∫schools,andderegulated

thestandardswhichhadfixedthefacilitiesandtheadministrationonthechildwelllare

facilities.Inaddition,thegovernmenthaspromotedtheconversionofthepublicnursery

schoolstotheprivateones､山thfiscalretrenchment.Andthen,thenumberofthepublic

nurseryschoolshavedecreased,whiletheprivateoneshaveincreased.rlowever,itisunlikely

thatthesemeasures,suchastolowerthestandards,willgivegoodinnuenceontheinllants

andtheirparents.Thispaperreconsidersthepolicyonthenurseryschoolsandsuggeststhat

thegovemmentshouldadoptthepolicywhichnotonlyincreasesthequantityofthenursery

schoolsbutalsoimprovesthequalityofthem,inexpectationoftheinfant'sdevelopmentwith

goodmentalandphysicalhealth.
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王 はじめに

現在､保育の制度､内容が大きく変わりつつある｡出生数が減少しているにもかかわらず､

就学前児童の母親の就業の増加を反映して保育所入所希望児童数は増え続けている｡こうした

状浄‖こ対し､政府は現在の財政の範囲内もしくはそれ以下でよ†二)多くの保育サービスの供給を

行 う解決策を講じている｡具体的には保育所労園 l)の設置､入所定員の弾力化といった施策で

同時に地方交付税も削減された結果､多くの市町村では全体的な保育所費用を減額する状況と

なっている｡

少子化 ･高齢化が急速に進む中､政府は福祉制度の構造転換を図るとして保育分野における

措置制度2)を利用者選択制度-と転換し､民間の活力を導入する方針を採っているO保育所の
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運営 ･設置の民営化 ･民間委託を進めるため､設置主体の規制緩和や調理室の必置規 制 ･ 屋 外

遊戯場の隣接規制の弾力化､短時間保育土導入に関する規制の運用変更といった 児 童 福 祉 施 設

最低基準3) (194暴く昭和 23)牢厚生省令第 63号)脳 下､最低基準と略す)の緩 和 ･ 弾 力 化 ･

引き下げが行われたoこれ らの施策によ準公営保育所数が減少する-方､民営 保 育 所 数 は増加

している｡

保育所の民営化 ･民間委託が進められることについては､公営保育所に比 して ｢効率的｣で

｢多様な｣保育所 ･保育サービスが提供され各利用者の施設 ･サービスの選択肢が増えるとい

う主張がある｡だが. 多様な｣保育が寒来必要かどうかの議論が不十分であるし､公営保育節

が民営保育所に比 して非効率的であると判断するた捌 二は､運営経費だけでなく､提供される

保育の質 Jt)考慮に入れる必要があるe

保育所運営の経済的効果や保護者の利便性を重視 し､保育所の民営化･民間委託を進めること

により､本来の保育所の利用者である乳幼児の現在及び将来にわたる最善の利益を確保するこ

とは難 しくなる｡また､措置制度を利用者選択制度へと転換する前提には保育の質 の 確保が不

可欠であるが､その方法もいまだ十分に確立されているとは言えない状況にあるO

そこで本稿では､まず､保育所の現況､児童福祉法の改正､最低基準の改定の 内 容について

確認するO次に､最低基準の緩和･弾力化による保育の質-の影響について考察するOそして､

保育の質を確保するための第三者評価事業に関して検討を行うoこれらを通 して､政府は保育

需要の量のみに対応し､乳幼児の受ける保育内容 ･保育の質に留意 してお らず､このまま保育

所の民営化 ･民間委託を進めることは乳幼児の発達環境を整備する施策 として不適切であるこ

とを明らかにするO

コ 保 育所の蚤ま況と保育制蜜の構造唐草

第 1節 保育所の現況

2009将 成還逢)寧4月 1日現在､保育所入所待機児童数は全国で25号3別 人である4㌔2004宅平

成 】6)牢度未までの保育所定員の 15万人増員を掲げた Ir待機児童ゼロ作戦｣が2OOl(平成 13)

牢に閣議決定され､保育所､保育 マ マ､幼稚園による預かり保育等の活用により､2002(平成 14)

年度から200射平成 摘)年度の 3年間で 15.6万人の受け入れ児童数の拡充を達成 した5)oまた､

その後も ｢チビも｡子育て応接プラン｣は粥5(平成 豆7)牢)により待機児童対策が行われているO

図 1をみると､2001(平成 13)牢に 193万人であった保育所定員数は 2004(平成 16)牢 に

202万人､2008(平成 20)牢に212万人とな り､7年間で約2()万人の増加が図られている｡ し

かし､保育所在所児数はこれを上回って増加しており､ユool(平成 13)牢に 194万人であった

保育所在所児数は2004(平成 16)牢に209万人､2()08(平成 20)牢に214万人へと増加してい

るO これに伴い保育所定員充足率は2004(平成 16)牢に 103%となり､その後やや落ち着いて
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きてはいるが､常に 100%を超過 している｡ 同様に､図2の待機児童数の年次推移では､2003

(平成 15)牢の約 2万 6千人を頂点として 徐々に減少 してきていたが､2008(平成20)牢から

増加に転 じて2009(平成 2日 韓に約2万 5千人となり､過去最高であった2003(平成 15)翠

の待機児童数に近づきつつある｡
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図1保育所在所児数･定員数･定員充足率の年次推移

出典 厚生労働省大臣官房統計情報部 ｢社会福祉施設等調査結果の概況｣2002(平成 14)牢 ･

2007(平成 19)年､｢福祉行政報告例｣2009(平成 21)年 1月に加筆

(注)各年 10月 1日現在｡

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

図2保育所待機児童数の年次推移

出典 厚生労働省雇用均等 ･児童家庭局 ｢保育所の状況等について｣=001(平成 13)牢､ニ009(平成コ1)年に加筆

(注)各年 4月 1日現在｡

政府の施策は､現在の財政の範囲内もしくはそれ以下で､より多くの保育サービスの供給を行

うことを目的とした解決策である｡待機児童解消のための施策として､2002(平成 14)牢に策

定された ｢少子化対策プラスワン｣では保育所分園の設置､入所定員の弾力化､保育所設置主

体の規制緩和､児童福祉施設最低基準の緩和､保育所の民営化が掲げられた｡さらに､2004(平

成 16)牢度から公営保育所運営費国庫負担金が廃止 ･一一般財源化 (地方税並びに地方交付税の
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一般財源により支出を行うことと)されており､2004(平成 16)年度の保育関 係予算における

保育所運営費総額は前牢度に比して 1555億円減額の2665億円となっている｡
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図3保育所運営費国家予算の推移

出典 逆井直紀 ｢保育所の現状･制度の仕組み と課題｣

(全国保育団体連合会･保育研究所締 『保育 白書 (2008年版)』草土文化社､61頁)に加峯

保 育所の運営にかかる経費は､保護者から徴収される保育料と公費で賄われ､公費の2分の

lに相当する額は国が負担することが規定されている (児童福祉法 53条)O公営保育所運営費

の国庫負担金の廃止と同時に地方交付税が削減されたことにより､多くの市町村では全体的な

協会の調査では､調査回答保育所 全 914か所のうち､三位一休改革の後に運営費･補助金を含め

た全体的な保育所費用が ｢増額になった｣と答えた保育所は3.8tyo(34か所)であり､｢減額に

なった.｣という回答が 53.0% (471か所)､｢変化なし｣ という回答が 33.5% (298か所)､｢そ

の勉｣という回答が 0.9% H7か所)､未回答が 7.邑% (69か所)となっている6㌔保育所運営

費等の一般財源化は､地方自治体の自主的な裁量に基づきその使途を決めることを可能にする

なければ､負担金の減額分は地方自治体の負担を増加させて保育水準の確保を困難にするおそ

れがある｡ また､使途が決まっていない一般財源とされることにより､保育所のために支出す

るかどうかについては地方自治体に委ねられ､保育に関する取組の格差をこれまで以上に拡大

させることになるO

政府は､少子化 ･高齢化が急速に進む中､福祉制度の構造を トー部の人のための救貧対策的

な福祉｣から ｢国民全体の多様なこ-ズに応える福祉｣-と転換を図るとしているO そして､

保育分野においては措置制度から利潤者選択制度-の転換,民間の活力の導Aという方針を示

し､保育所設置 ･運営における民営化 ･民間委託を進めてきている｡
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その結果､図4のように､2007(平成 柑)年度以降､公営保育所数を民営保育所教が上回って

いる7㌔ 2009∈平成 芝目 寧4月 1日現在､全国の保育所数は22,925か所であり､その内訳は､

公営保育所が前年から32掴 為所減少の11,OOSか所､民営保育所が前年から336か所増加の日割 了

か所となっている｡
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図4保育所の公営-民営別にみた施設数の年次推移

出典 厚生労働省大臣官房統計情報部 ｢社会福祉施設等調査報告｣1995(平成 7)午-2008(平成 20)牢､

厚生労働省雇用均等 ･児童家庭局 ｢保育所の状況 (平成 21年 4月 1日)等について｣に加筆

第2節 利用者選択制度確立のための児童福祉法の改正

保育所は児童福祉法に規定される児童福祉施設である｡保育所は､保護者の就業等により家

庭で保育されることが難しいこどもを主たる対象とする児童福祉施設であるQだが､少子化の

進行､共働き家庭の増加､家庭や地域の子育て機能の低下といったこども達を取り巻く環境の

変化に応じるため､保育所には､地域における子育て支援の拠点としての役割が新たに付与さ

れてきている｡

まず､こどもと家庭を取り巻く環境の変化等を踏まえて子育てしやすい環境の整備を図ると

ともに次代を担う児童の健全な成長と自立を支援するため等)､児童福祉法が主に次の 格点で改

正された (1997(平成 9)牢法律第 74号)0①措置制度から保護者の申込みによる保育所選択

制度-の移行(24条)ち②所得税にジンクした形での保育料負担から､年齢等にも応じた保育料

負担-の移行 (56条)､③保育所の情報提供 ･育児相談機能の強化 (48条の2)､④放課後児童

健全育成事業の法定化 (6条の2､21条の 11､34条の7)である｡措置制度から利用者選択制

度-と変更されたことにより､保護者-の保育実施申し込みの勧奨､保護者･住民-の区域内に

おける保育所の設置者･設備及び運営の状況･その他の厚生労働省令の定める事項に関する情報

提供を行うことが､市町村に義務付けられた｡
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次に､親の子育てに対する不安の増大､児童虐待に関する相談件数の増加､認可外保育施設

における乳幼児死亡事故9)の発生を背景に､ニどもたちが地域で安心して過ごせる環境整備が

求められたことから児童福祉法が改正された ほ001(平成 13)準法律第 五35号)0本改正では､認

可外保育施設等に対する規制と監督の強化 (59条 3項-7項､59条の2-･59条の2の6)と保

育土制度の法定化 (18条の4-18条の24)が主たる改正点である｡

認可外保育施設等につWで新たに設けられた規制の内容は､第 五に認可外保育施設等の都道

府県知事-の事業開始の届出義務 (59条の2)であり､第2に認可外保育施設等のサービス提

供に関する規制 (59条の2の2-59条の2の4)である.〕加えて､都道府県の認可外保育施設

等に関する情報公開の推進 (59条の2の封､都道府県知寮による認可外保蘭施設等-の改善勧

が増大している市町村においては､｢公有財産糊の貸付けその他の必要な措置を積極的に講ずる

ことにより､社会福祉法人その他の多様な事業者の能力を活用した保育所の設置又は運営を促

進し､保育の実施に係る供給を効率的かつ計画的に増大させるものとする｣(56条の7)との規

定が加えられ､保育所設置及び運営の民営化 ･民間委託を促進する旨が明記されたO

また認可外保育施設等-の監督の強化に関連 して､保育士制度が法定化されたOこれまで保

育士の定義は児童福祉法施行令により､｢児童福祉施設において､児童の保育に従事するもの｣

(13条 )項)とされていた｡これが児童福祉法で ｢保育上の名称を用いて､専門的知織及び技

術をもって､児童の保育及び児童の保護者に対する保育に関する指導を行うことを薬とする者｣

(18条の4)と定義付けられた.｡加えて､都道府県知事による保育士試験の実施 (18条の8)､

保育士登録簿-の登録の実施 (18条の 18)､保育士の名称独占化(18条の23)を規定している｡

その後､｢次世代育成支援対第推連法｣ほ003(平成 嘲 寧法律第 呈20号)形制定にあわせて､

児童福祉法が改正された ほ003(平成 漫5)撃法律第 12昔号)0本改正の趣旨としては､子育て家庭

の孤立､子育てに対する親の負担感の増大､地域の子育て機能の低下に対応する ｢すべての子

どものための児蛮福祉法｣に改めることであると説明されている‖)Qこれにより､市町村は地

域における子育て支援事業 (①保護者からの相談に応じ､情報提供及び助言を行 う事業､②保

育所等において児童の養育を支援する事業､③居宅において児童の養育を支援する事業)を実

施するための必要な措置をとること (21条の 9)､及び待機児童が多い市町村 ･都道府県は保育

の実施に係る事業及び子育て支援事業等の供給に関する計画を定めること (56条の 8-ll)が

規定された｡

第 3節 待機児童解消のための児童福祉施設最低基準の改定

保育行政は厚生労働省の所管事項であるOだが､内閣府に設けられた地方分権委員会､規制

緩和委員会､男女共同参画会議からの提言及び要請が､保育制度の構造改革 と密接に結びつい

ているQ以下では､規制緩和委員会の第1次見解招9開く平成 10)単 音2月 15日い第 2次見解 日999
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(平成 1日 準 12月 は 鋸 ､及びこれらを取りまとめた規制改革推進 3索年計画 ほ0叩 平成 呈2)

畢 3月30日間議決定)を受けて､どのように最低基準の一部改正､規制緩和､弾力化がおこな

われてきたのか､その内容についてみてい く ｡

199§(平成 旦射撃に内閣府に設麿された行 政 改 革 本 部書規制緩和蓉慮会咽の第 五挽見解では､

以下6項目が検討事項としてあげられている｡

①特に都市部を中心とした待機児童の解消を図る観点から､認可保育所の設置主体に民間事

業者が参入することの認可

②社会福祉法人の経営の効率化及び多様な利用者のニーズ-の対応を促進する観点から､社

会福祉法人に係る規制の見直し

③保育所が創意工夫を発揮しやすい環境を一層整備する観点から､調理室の必置規制の緩和

④一層のニーズの拡大が見込まれる夜間保育所の設置促進のため､例えば原則 30名以上とさ

れている入所定員に関する規制の緩和､昼間の保育所と夜間保育所が併設されている場合

における調理員配置規制の緩和

⑤保育所への速やかな入所決定が行われるような仕組み ･改善措置

⑥多様な事業者間の対等な競争の促進等を通じ､保育所の利用者の選択を広げる観点から､

保育所に対する補助ではなく利用者-の直接補助方式の導入

まず､⑤に関して ｢保育所-の入所の円滑化について｣招99鳥(平成 期 卒､児発第 73号)那

出され､従来､定員超過措置は年度途中からという条件つきであったが､年度当初から認めら

れることとなったOまた､定員超過率の上限について年度当初は 10%まで･牢度途中は 15%ま

でとされていたが､規制緩和委員会の第 2次見解を受けて 1999(平成 Il)牢に､年度当初は

15%まで ･牢度途中は25%までに拡大された｡その後､税制改革推進 3カ年計画を受けて ｢保

育所-の入所の円滑化について｣を一部改正する ｢待機児童解消に向けた児童福祉施設最低基

準に係る留意事項等について｣(ユool(平成 13)牢､雇児保第 11号)が出され､保育士 ･面積

等が基準内という条件付で 10月以降の定員超過率については上限が撤廃された｡

また､①に関して､乳児の入所待機が多い地域において乳児指定保育所に係る面積基準の故

に待機児童が発生しているとすればその状況を改善する必要があるとして､｢特別保育事業の実

施について｣招9開 く平成 輔 牢､児発 283号)により乳児保育指定保育所制度噂が廃止され

たO乳児はそれまで指定保育所のみで保育を受けていたが､これにより､いずれの保育所にお

いても受けられるようになった｡その場合の条件については ｢保育所における乳児に係る保母

の配置基準の見直し等について｣くま9粥 (平成 10)年､児発 305号)が出され､保育土鳩の配

置基準が､従来で は ｢乳 児 又 は満 3歳に満たない幼児おおむね6人につき1人以上｣とされて

いたが､それが､乳 児 に つ い ては ｢乳児おおむね3人につき1人以上｣､1歳児と2歳児につい

ては ｢幼児おおむね6人につき1人以上｣と規定された｡一方､｢社会福祉施設等施 設 整傭費に

おける低年齢児受け入れ拡大を図るための保育所整備の促進について｣(1999(平 成 I l)牢､
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児発第 15号)が出され､ほふ く室 と乳児室の合計面積に関しては,従来は乳児-人あたり 5

m2以上とされていたが､3.3n了以上-と引き下げられたO

加えて､①②⑥⑤に係わって ｢保育所における短時間勤務の保母の準丸について｣も漫9開 く平

成 10)牢､児発第 85号)が出され､定数上の保育士の取り扱いについては､従来､常勤の保

育士のみを充てることとされていたが､常勤の保育士の総数が最低基準の定数の8割以上であ

ること等を条件として最低基準上の定数に短時間勤務 の保育士15)を充てても差し支えないこと

とされた｡その後､税制改革推進 3カ年計画を受けて ｢保育所における短時間勤務の保育士の

導入について｣(2001(平成 13)牢､雇児発第218号)により､年度途中の児童の入退所に伴

って最低基準上の定数増となる場合の保育士については､短時間勤務であっても差し支えない

とされたO

短時間勤務保育士の導Å状況をみると､2005(平成 且7)年の保育所のある市町村 は,162)

の中で ｢導入を認めている市町村｣は 1,257(58.1%)であり､そのうち実際に導入している保

育所がある市町村は914(｢導入を認めている市町村｣のうちの72.7%)となっているO公営 ･

民営保育所別でみると､短時間保育士を導入している保育所数が公営保育所で 2,660か所 (公

営保育所総数 (ll,857か所)のうち22.4%)であるのに比して民営保育所では 3,447か所 (氏

営保育所総数(10,776)のうち 32.00,/.)となっており､民営保育所の方 が 公 営 保育所に比して
短時間勤務保育士を導入している割合が高くなっている均o
第1次･第2次見解を取りまとめた税制改革推進 3カ年計画では ､ 次 の 8項 目が提言されて
いる｡
①公営保育所の民間-の運営委託の促進 (学校の余裕教室 ･活用されていない公的施設･土地
の積極的活周､PFI法の活き酎7))

②保育サービス利用者に対する直接補助方式の導入の検討

③保育サーービスに関する情報の1-･一体的提供の推進､保育所等に関する情報公開･第三者評価の

推進

④夜間保育･休日保育の推進

⑤認可保育所基準の見直し及び周知徹底 (定員基準弾力化の-.･.一層の推進､設備にかかわる基

準等の見直し､分園の積極的促進)

⑥認可外保育施設に対する指導監督の徹底

(∋幼稚園･保育所の一元化

⑧新設の社会福祉法人が土地の貸与を受けて保育所を設置することの容認

①と⑤に係わって保育所設置･運営主体-の民間参入を図るために行われたのが､設備基準･

設置主体基準の緩和である｡｢保育所の設置認可等について_)(2000(平成 12)牢､児発第295

早)により､市町村 ･社会福祉法人が原則であった保育所の設置が一定の条件のもとであれば

企業･NPO､個人による設置も可能とされ､加えて l~不動産の貸与を受けて設置する保育所の認
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石目こついて｣(2〔)OO(平成 12)牢､児発第 297号) に よ り､私人に よる認 可保育所設 置では公

有地等の借地のみ ･土地及び建物は原則自己所有とされ ていた条件 が緩 和 され ､一定の賃貸借

契約による認可保育所設置A運営も認められるようになったoさらに､ ｢待機 児童解 消 に向けた

児童福祉施設最低基準に係る留意事項について｣ほ0鞘 平成 13揮 ､雇児発第 11号)により､

滴 2歳以上の幼児を入所させる保育所での屋外遊戯場の規定甥に関して､-定の条件を満たせ

ば当該公園､広場､寺社境内等が必ずしも保育所と隣接する必要はなく､保育所関係者が当該

公園､広場､寺社境内等の所有権･地上権･賃貸権等の権限までを有する必要はない旨が示され

たQ2榊0将 成 五郎 卒に27であった市町村 ･社会福祉法人以外の主体による保育所認可数は

2岬6宅平成 18)窄現在で ほ2となっている且9㌔

第4節 公営保育所批判

保育所の民営化 ･民間委託を進める立場からは､公営保育所の保育内容 ･形態､運営経費に

関する批判が生じている｡ 批判の主たる内容は､民営保育所に比して公営 保育所は保育内容 ･

形態が硬直的であるし､加えて運営経費が高く非効率的であるというものであるO

利用時間帯 ･利用形態-の多様な要望に応える体制の整備については現在､特別保育事業と

して推進されてきているところである｡しかし､保育内容については､公営保育所では保育所

保育指針20)に則って確実に保障されてきたのであり､そもそも多様な保育内容を展開する意義

があるのかどうかについて議論の余地がある｡

また､公営保育所の運営経費が民営保育所のそれに比して高くなるからといって非効率的で

あると判断することはできないO公営保育所の運営経費が民営保育所に比して高くなるのは､

その8割を占める人件費の差に因る02003(平成 15)牢公表の内閣府報告書によると､民営保

育所では30歳以下の保育士が58%であるのに比して､公営保育所では310/Bであり､平均経験

牢数では民営保育所勤務の保育士が7年､公営保育所勤務の保育士が 13牢となっている｡この

ように公営保育所勤務の保育士は民営保育所勤務の保育士に比して､-【一般的に勤務年数が長く､

平均して年齢層が高いことから､雇用貸金額が高くなる｡平均月給をみると､民営保育所の21

万 3,950円に比して公営保育所では30万 1,723円となっており､約 9万円の差があるOだが､

総務省の調査によれば､2003(平成 15)牢における地方公務員全職種の平均給与額が 38万9,908

円であるのに比して､福祉職の平均給与額は34万9,881円と低く､福祉職の平均給与額は､地

方公務員の全職種の率で低い方に位置づいている21㌔ このような状況にある中で､さらに運営

経費の効率化を進めで保育士の給与･待遇を低下させれば､保育士の意欲･定着率の低下をまね

く恐れがあり､保育士の専門性を確保することが難しくなる｡

運営経費を民営保育所と比較する方法によって公営保育所が非効率的であると判断するのは

一面的である｡専門家 と し て の 保 育士の適正な処遇については､その財源や保育の内容 ･質も

勘案して検討すべ き事 柄 で あ り ､ 民 営 保 育所勤務の保育士の処遇 ･賃金水準こそ検討すべき課
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垣であろうQ例えば､民営保育所では人件費を抑える目的で 30歳以下の保育士を積極的に採用

する人事管理が行われているし､その貸塵上昇も緩やかである22)Oそのため､公営保育所に放

して民営保育所では､乳幼児 1人の保育を行う費用が相対的に低くなっているのである｡

以上みてきたように､公営保育所に対する批判は保育所の民営化A民間委託を進めることに直

接結びつくものではなく､むしろこれまで改善されてこなかった保育士の処遇の改善や公営保

育所の利点を見直す契機として捉えることができるo公営保育所の利点として､例えば､公営

保育所では全国のいずれの地域でも一定水準の保育が確保されることや公立の諸学校･児童福

祉施設 ･医療機関との連携が容易であることがあげられるQさらに､公営保育所では勤務年数

の長い保育士が多いことにより､熟練の経験や技術 ･知識が蓄積され､多様な牢齢層の保育土

間での研修･学習が行われる､保護者から信頼を得やすいといった利点があげられる｡今後は､

こうした公営保育所が担っている人材育成の機能を生かし､保育士育成に関する民間-の援助

や行政部門との連携･施策参画といった面で一層活用されるべきであろうL,

Ⅲ 保育の質の確保

第 1節 保育所の意義

保育所には､乳幼児の発育支援､保護者の育児援助､地域における保育環境づくりという役

割がある.,具体的には､労働時間が長い保謹者や病気療養中の保護者に代わって乳幼児の基本

的な生活の場を確保することや保護者からの育児相談の受付､子育てに関する学習機会の保護

普-の提供､地域住民と親子との関係づくりといった内容がある｡

出生数が減少したことに加えて家事の省力化が進んだことにより､母親が就業していない世

帯においては､こどもとかかわる親 の時間が長くなっている､,さらに､都市化によって地域の

人間関係が希薄化したことに加えて ､男性の労働時間が長時間化していることにより､特に母親

に育児の責任が集中しやすい状況となっている0

--万､共働きの世帯においては､ 社会と家庭､それぞれにおける仕事と役割を父母ともに担

うことが期待される｡だが､男性の 長時間労働の改善が進んでおらず､また性別役割分業観が

根強く残っている｡これらのことか ら依然として子育てと家事の大半は主に女性に負荷されて

おり､就学前児童のいる共働き家庭 の子育てを支援する条件 ･環境が十分に整っていないL,
また､親になる以前に幼いこどもと直接触れ合うことやこどもの育つ様子 ･こどもを育てる

様子-身近に揺することが少なくなっており､育児を体験･経験として学ぶ機会が減っているo

そのため､育児に不安を抱える保護者が増えており､保護者-の学習支援､保護者の仲間づく

りが課題となってきている｡また､199()(平成 2)年以降に調査され始めた児童虐待が増加傾

向にあるO 保育所はその早期発見及び早期治療 ･支援を行う一機関としての重要な役割 も担 っ

ている｡
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こどもと保護者を取り巻く家庭･地域が変化してきたことにより､保育所には託児に加えて､

地域における保育の専門機関としての役割が課されてきている0200箆宅平成 28)準に改定され

た保育所保育指針では､保育所の役割として､こどもの ｢健全な心身の発達を図る｣ことを目的

として､｢養護及び教育を一体的に行う｣､｢保護者に対する支援及び地域の子育て家庭に対す

る支援等を行う｣､｢子どもの保護者に対する保育に関する指導を行う｣ことがあげられている

浮く壬)から弼 お っ浸り,A所する乳幼児のいる家庭だけでなく､地域におけるこどもとその家

庭-の支援が期待されている｡

第 2節 保育の賞

保育の目的は乳幼児の心身の発達を助長することである｡保育所は､乳幼児が充分な健康管

理の下で年齢に見合った諸活動が行えるような環境として整えられる必要があり､その際､基

本的な生活習慣の獲得や集団生活のよりよい発展に向けた活動及びそのための環境が考慮され

ねばならない｡

例えば屋内 ･屋外の遊戯場は､乳幼児の日常生活を意識した上で､その空間の広さや位置づ

けが計画される｡最低基準に規定されている屋外遊戯場 (園庭)や保育室は､乳幼児の遊ぶと

いう活動を行 うために最低限､確保すべき条件であり､その基準を達成した上で各保育所の創

意 ･工夫による保育の展開が期待されるものである｡だが､こうした最低限､乳幼児の生活に

必要とされる場所の確保さえも公営 ･民営保育所ともに充分に行われてはいない｡

2002(平成 14)牢の日本保育協会の調査では､園庭の面積が十分足りているという回答は公

営保育所が 64.3%､民営保育所が55.5%であり､公園や近隣広場を屋外遊戯場として活用して

い る割合は公営保育所が5,6%､民営保育所が 17.6%となっている23㌔ また､2008を平成 20)

牢にBenesse次世代育成研究所が行った調査によると､晴れた平日の午前中に 3歳児以上が行

う活動では､｢園庭での自由遊び｣ という回答が､公営保育所は 56.3%､民営保育所は 41.1%

と最も多いO-方 ｢園外-の散歩 ｣ という回答では民営保育所が 18.5%､公営保育所が 11.6%

と､民営保育所で多くなっていが 4)Oこのことから､園庭の乏しい民営保育所が乳幼児に戸外の

体験を保障するために､園外-の散歩を選択していることがうかがえる｡乳幼児が遊びという

活動を行うための環境が現状において充分に整えられていないにもかかわらず､その充実では

なく､政肘は屋外遊戯場の設置規制の緩和を実施しており､こうした施策は乳幼児の日常の生

活や活動を考慮に入れずに保育の質を低下させているといわざるを得ない｡

また､乳幼児期における食事は味覚の発達､歯の発達､脳の発達に大きな影響を及ぼし､食

後の口腔衛生の指導も含めて健康な体作りには欠かせない｡加えて､乳幼児の成長段階や体調､

アレルギー ･ア トピー等､特に慎重で個別的な配慮が必要とされる｡そのため､保育所におけ

る給食は保育所が自園で責任を持って提供することが原則となっている｡ 加えて､自園に調理

室が設置されていることは､乳幼児の食-の期待感を膨らませたり､栄養に関する知識につい
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て学習すること､適温給食 に よ り味覚 を発達 させ た りすることと密接にかかわっている｡

しかし､保育時間の延長に よる夕食の提供等によりその位置づけが重 要 さ を増 しているにも

かかわらず､調理業務の委託化 が徐 カに進められてきてお り､今 後 も 外 部 委 託 等が行 われる可

能性が高くなっている｡調理業務の外部委託､または外部からの給 食 の 搬 入 を すでに実施して

いる保育所は2007(平成 19)牢では前年から().6ポイン ト上回り6.5% (58か所)である..ほ十

画している∴ ｢今後検討もありうるJという回答も含めると全体の 22.4% (199か所)となっ

ている25㌔ さらに､認可外保育施設の給食 (昼食)の状況をみると､53% (3536施設)では自

願調理を行っているが､22% (1477施設)は外部搬入､20% (1322施設)は弁当持参､特に決

めていない所が3%(17各施設)､給食自体がない施設が 3%(柑1施設)となってお り､約半数は調

理室を有していない可能性が高い26)o調理室を有さない保育施設では､調理室付設の保育所で

行われているような離乳食やアレルギー一食といった個別的な対応が困難であるし､加えて､こ

ども､保育者､保護者の間に､食事に関する豊かなコミュニケーションが生み出されにくいと

予測される｡そのため､調理業務の外部-の委託化及び外部からの給食の搬入を進める調理素

に係る規制緩和は､乳幼児の生活環境を向上させるものではない,⊃

以上みてきたように､保育所での乳幼児の日常生活において､遊ぶ､食べるといった活動が

展開されるための最低限必要な空間や設備が充分に整えられていない状況にあるにもかかわら

ず､政府はそれらの充実を図るのではなく運営経費削減を眼目にその水準 を 引き下げ､最低基

準に満たない保育を容認しているoこうした施策は､現在の乳幼児の生 活 及 びその後の成長 ･

発達にとって良い効果を生み出すとは考えにくく､保育の質を低下させ る ものである.｡また､
待機児童が解消されていないような入所自体が難 しい現状では､保育の 質 に 関する情報や選択

肢が利用者に与えられていないも)同然である.｡利用者が主体となって多 様 な保育サー-ビスの中
から自由に選択する制度を機能させていくためには､本来の利用主体である乳幼児の発達環境

を整えて保育の質を確保するとともに､より詳しい情報公開を続けていく必要がある.

第3節 保育所評価と情報公開

評価を行 う目的は保育の質の向上であり､次の保育-と生かされるような評価でなければな

らない(〕また保育の質の向上を図るため､保育所には自己評価を行いその結果を公表すること

が努力義務として課 されている｡ 保育所保育指針 ほ008(平成 20)牢厚生労働省告示第 刷 骨)

では自己評価を行 うにあた っ て の 留 意 事項として､地域の実情や保育所の実態に即して適切に

評価の観点や項目を設定する こ と ､ 全 職員が共通理解を持って取り組むとともに評価結果を踏

まえて改善を図ること､さらに評 価 に 関しては保護者及び地域住民の意見を聴くことが望まし

､. I･∴工■･･:､■''-` -1い､:.二(:H-.

各保育所での保育環境 ･内容が､日常の乳幼児の実態や地域の実情に対応 しているどうかを

確認でき､それらの改善に貸する自己評価 ･自己点検である必要がある.｡保育士による自己評
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価は日々の保育実践を省察し､乳幼児の発達の程度及びそれ-の援助 の適切さについて把握 魯

考察し､更なる乳幼児の理解 ･保育技術の向上につなげることを目的としている｡そ して､保

育所は､評価結果や情報の公開をすることにより､保護者及び地域住民から多様な意見を聴き､

乳幼児や地域の実態と日々の保育実践が対応 しているかどうかを確かめて次の保育実践に活周

すべきであるO

さて､社会福祉全般に関する評価については､社会福祉法 (1961(昭和26)牢法律第45号)

の2000を平成漫2)年の改正により､社会福祉事業の経営者は自らが提供するサ-ビスの質の評価

実施と良質かつ適切なサーービスの提供に努めなければならない旨が示され (78条)､福祉サー

ビス第三者評価事業が開始されている｡児童福祉施設については､同軍に卑生労働省が設置 し

た児童福祉施設等評価基準検討委員会によって作成された保育園 ･児童養護施設 ･母子生活支

援施設 ･乳児院に関する評価指標を基に､実用性や改善点を確かめるための試行事業が行わ れ

た27㌔その後,同検討委員会が行った最終的な取 りまとめを踏まえて､2003を平成 湖 寧度 か

ら第三者評価事業が開始されているOその目的は､個々の事業者が事業運営における問題点を

より､結果として利用者の適切なサービス選択に貸するための情報となることとされている.,

福祉サービスにおける第三者評価事業を推進する体制として､まず､厚生労働省からの助言 ･

助成により､全国の都道府県社会福祉協議会に評価事業普及協議会 ･評価基準等委員会が設置

される｡そして､都道府県の助言 ･助成により､都道府県推進組織に第三者評価機関認証委員会

と第三者評価基準等委員会が設置され､そこで第三者評価機関の認証､第三者評価基準の簡定､

第三者評価基準結果の公表等が行われることとなっているユ厚生労働省の ｢第三者評価事業の

実施状況等について｣ほ003(平成 15)卒)によると､2003年現在で認証機関の整備について実

施及び検討 している都道府県は 12都府県にとどまり､実施 ･実施見込み評価機関である 115

のうち､39が民間企業､35がNPO､18が社会福祉協議会､次いで公益法人､任意団体等､行

政が主休となっているL,そのうち児童福祉分野のみを対象事業としている機関は見込み数も含

めて2機関となっている.｡

実際の評価 手順の例は次の通 りである｡まず､保育所からの受審申込を受けた第三者評価機

関喝が自己評 価票 ｡利周者アング- ト29)を施設に送付するQ次に､評価調査者判が､返送され

た自己評価票 ･利用者アンケー トの結果を基に書面審査を行い､保育所と事前 打ち合わせを行

った上､保育所に出向いて実地調査を行う｡そ して､評価調査者がそれぞれの評価 結果 を協議 し､

取りまとめたものを､評価決定委員会鞘に報告するOそれを受けて､第三者評価機 関 は､評価決

定委員会を開催 し､評価の決定を行い,評価結果通知の保育所-の送付､評価結果32)の公表を行

うという流れであるQ公表する評価結果は､①すべ ての評価細目ごとの評価結果､② ｢評価対象｣

又は ｢評価分類｣ごとの ｢総合所見｣､③全体の ｢総 合所見｣とされ､公表方法については各第

三 者評価機関の創意工夫によるとされているL,
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図 6 第三者評価の手順

出典 TS生労働省 社会保障審議会 ｢箭 17回少子化対韓特別部会資料｣2008(平成 20)牛､

厚生労働省 児魔福祉施設等評価農準検討委員会 ｢児鹿福祉施設の第三者評価基準等に関する報告者｣

2002(平成 14)年を葺に作成

被評価保育所 の報告からは､第三者評価への準備過程において保育土に自主研修が求められ､

そのことが結果的に保育士に自信 ･主体性をもたせることにつながるという意見があげられて

げるためのシステムが欠如しているといった問題も指摘されている33㌔加えて､評価結果によ

って 保 育所が ラ ン ク 付 けされるのではないか､評価項目が定められることにより保育内 容 が マ

ニ ュ ア ル 化するのではないかといった危懐も生じているし､

利 用 者に対して保育にF甘て?i-る詳Lい情報を提供する こ と に加えて､評価する過程において保

育 士 の 意識及び保育環境に変化が生じ､そのことが結 果 的に保育の質J_1向 上_-_につながるような

評 価 のあり方や評価項目についで検討する必要がある_, 例えば､保育内容に関しては､保育士

の 気づきにつながるような評価項目にする､乳幼 児 の 発 達 LTl状 況を捉え次の保育に生かせる項

目 にするといった配慮である.｢また､長時間 保 育 ･延 長 保 育 等 の増加により保育土の多忙化が

時間を少なくさせて保育の質を低下させるといった こ と は 避 け なければならないOそのために

は､できるだけ記入 しやすい形式であることが求められ る.っ評 価を行うのは､評価結果とその

過程によって各保 育 土 の 専門的力量の向上や保育十間 ･保育土と保護者の間 ･保育土と乳幼児

の間に､ よ り よ い 関 係 が 形 成 さ れ ることを期待するからである｡保育所 .保育士だけでなく保
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護者･地域住民も共に乳幼児の保育を担う者であると意識付けられるよう､利用者アンケー ト･

評価のあり方や活かし方について更なる検討が必要であろう.,

以上みてきたように､第三者評価事業は､それを実施するための機関が整っていないことに

加えて､評価の準備段階から公表に至るまでの保育所-の支援体制や評価項目､公表方法等に

更なる検討を要するL, また､保護者-の情報提供手段として及び保育内容に利用者意向を反映

させるための方法として､なぜ第三者評価を探るのかについて再考する必要があるC_.

Ⅳ おわリに

政府は､待機児麓解消のため現在の財政の範囲もしくはそれ以下でより多くの保育サ-ビス

を供給する対策を講じてきた.⊃また､福祉制度の構造転換の中､保育所の利用のあり方を利用

者選択制度へと転換し民間の活力を導入する方針を採っているっこれらにより､保育所全体に

占める民営保育所の割合が増加し､保育所の定員数も増加しているが､保育の質を維持 ･向上

させるための条件整備が行われているとはいえない状況にある.〕

保育所の民営化 ･民間委託を推進すべきであるとする立場からは､民営に比して公営保育所

は保育内容 ･形態が硬直的で運営経費が高く非効率的であるという批判がある｡ だが､公営保

育所では保育所保育指針に則った保育内容が確実に保障されているのであって､多様な保育内

容を展開する意義について議論が不十分である.⊃ また､公営に比して民営保育所において一人

の乳幼児の保育にかかる費用が相対的に低いのは､民営保育所における人事管理や保育士の処

遇 ･賃金水準の低さに因るものであり､今後改善すべき課題であるO

保育の目的は乳幼児の心身の発達を助長することであるL,保育所において乳幼児が心身とも

に健やかに育つためには､食べる､遊ぶといった活動が一日の生活の流れの中で行えるように

空間の広さや配置が保育内容との関連で計画され確保されねばならない_｡だが､政府は最低基

準の保障もできていないにもかかわらず､保育所入所定員の弾力化や調理室の必置規制 ･屋外

遊戯場の隣接規制を緩和しているOこれらの施策は保育所の利用主体である乳幼児の生活環境

として最低限守るべき水準を引き下げ保育の質を低下させるものであり､乳幼児の現在の生活

及び将来における心身の発達によい影響を与えるとは考えにくい.)政府は､保育所の運営経費

の削減のみを眼目とするのではなく､最低基準の確保を行った上で各保育所の創意工夫が行 え

るよう制度を設計するべきである｡また､2002(平成 14)年度開始の第三者評価事業について

は､その実施機関の整備が不十分であることに加えて､評価の準備段階から公表に至るまでの

保育所-の支援体制や評価項目､公表方法等を再検討する必要があるし､利用者-の情報提供､

供給内容の決定-の利用者の意向の反映方法として､なぜ第三者評価なのか､その必然性につ

いても再考を要するものであるO

第三者による評価は､当事者以外の中立的な立場から事業者の提供するサービスの質を評価
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することにより､直接評価によって当事者間に軌軽を起こすようなことを避け､利用者の受け

るサービスの質の向上及び適切なサ-ビスの選択に資する情報提供を図るものである｡だが､

保護者と保育士をサービスの利用者と被評価者と位置づけることにより､お互いの仕事の状況

や立場を理解し合いながらこどもの成長のために協力し合 うという関係が両者の間に築かれに

くくなるOまた､第三者によって評価されることによi工 保育上が評価結果を懸念した保育内

容を展開するようになる､保育所間の序列化が進むといったことが考えられ､これらのことは

乳幼児が受ける保育内容 ･質の向上にはつながらないであろう.､

乳幼児期以降のこどもUl心身の成長 ･発達､それにともな:)純十間の関係形成に鑑みれば､

保育上と保護者の間に信頼 し合う関係をつくることは欠かせない.J保育士は､保育所に在籍 し

ている乳幼児の保護者に対して､保育所での乳幼児のようすについて連絡帳の記録や送迎時の

会話､懇談会､行事等を通 してより詳しく伝達し､保護者と意見交流を図る必要があるっ保育

所には､日常的に保護者がこどもに関する相談をしたり要望を伝えたりできる体制が求められ､

そのための方法として､例えば､保育上の配置を増やす､相談室 ･職員室を必置することがあ

げられるOまた､行政には､入所前の乳幼児の保護者や地域住民が各保育所の保育内容や特色

等がどのようなものであるのかをより詳しく知ることができるように､コミュニテ ィ誌やイン

ターネットを活用した､より細やかで総合的な情報提供の工夫､その継続が求められる-

政府は､待機児童を解消するために､保育所に係る最低基準を緩和しているハだが､最低基

準に示される屋外遊戯場や調理室などに関する基準は､乳幼児の心身の健全な発達を保障する

上で最低限守られなければならず､それらに係る税制は緩和されるべきではない｡また､最低

基準の緩和及び保育所の民営化 8民間委託の推連によって一定の保育供給ができたとしても､

長期的にみてこれらの施策は本来の利用者である乳幼児が受ける保育内容 ･保育の質を低下さ

せるものである､二.また､保育所の民営化 ･民間委託を進めることは保育士の専門性の維持を困

難にするという点でも問題である｡それ ゆえ政府は､保育需要の愚-の対応だけでなく保育の

質の確保についても留意した上で施策 を展開すべ きである､加 えて､各地域の実情に即した保

育が行えるように財源保障を確実 に行 う必要がある｡

<注>

1)都市部等における待機児鹿解消や過疎地域等における入所児童減少に対応するため 1998(平成 10)年よ

り実施された保育所設置運営の形態O本圃から通常の交通手段で 30分以内の距離を目安として､1つの

分園は原則 30人未満､常時 2名以上の保育士配置とすることとされている｡

コ)社会福祉領域においては､行政庁が社会福祉の対象となる昔に対して､各福祉法の現在に基づいて行 う

援護､育成､更生に関わる行政処分L7)ことO 具体的には､施設J)入所やサーービスの利用､金品の給付 ･貸与

といったことを行政庁が決定すること (松本LJ)ぶ ｢措置制度｣(山鯨文治 ･柏女霊峰 編集委員代表

『社会福祉用語辞典』 ミネルヴァ書房､2000(平成 12)辛)､239百)｡

3)児童福祉法 (1947(昭和 22)年法律第 164号)に ｢厚生労働大臣は､児童福祉施設の設備及び運営並び
に里親の行 う薫育について､最低基準を定めなければなら｣ず､｢児蛍福祉施設の設置者及び里親は､前
項の最低基準を遵守 しなければならない｣と定められている (45条 l項･2項)｡
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-1)厚生労働省雇用均等児童家庭局｢保育所Jl状況(平成 21年4月 1日)等について｣､2009(平成 21)年r
i-i)内閣肘 『平成 20年版少子化社会白書』2008(平成 20)牢､112臥
6)調査票配布数 :2256､回答数 :914､回収率 :JO.51̀モIL､､調査スケッ7報執筆者 :野坂勉･吉田真理･高橋

-弘･太田嶋信之･東ヶ崎静仁 ･鷲尾宗檎 (全国日本保育協会 『改正保育制度施行の実態及び保育所の運

営管理に関する調査研究報告書』2OO8(平成 20)牢､lO3頁)｡.

丁)厚生労働'G大臣官房統計情報部 ｢社会福祉施設等調査報告.i2008(平成 20)牢､厚生労働省雇用均等

児童家庭局 1呆育所J)状況 (平成 21牢4月 1日)等について｣2009(平成 21)牢卜
8)厚生省 ｢第 1締､第 2部 主な厚生行政の動き､第 3牽 新たな福祉施策の展開､第 1節 子育て支援 と

児童家庭福祉体系J)見直し､4新 い ､時代にふさわしい児童家庭福祉体系Lr)見直 し.j(『呼生白書』1997

(平成9)平版)｡
hltp:､･:＼ヽ■､､∫､､･hakusyo･mhlw.go.jp･.:ヽlrpdoLIS:hpazI9970I,:■body･html
別 2001(平戒 13)牢に神奈川臥大和市の認可外保育施設で起きた乳児虐待死事件｡
10)地方自治法 238条1項に規定する公有財産をい う(.
1日 厚生労働省 ｢第 2部 主な厚生労働行政の動き､第 1章 安心して子どもを産み育て､意欲を持って働

ける社会環境J)整備､第 1節 子育て支援対策の充実､1子育て支援対帯の充実､(1)地域における子

育て支援の充実)(『厚生労働自書』2003(平成 15)年版)
http:･･:!tvwW･hakusyo.mhl､V.goLjp･･＼＼■pdoLIS!■■hpalr20030I:bodl･.htmI
12)2001(平城 13)牛3月に廃止された筏､2001(平成 13)牢4月に総合税制改革会議-､2004いF戒 16)

年に規制改革･民間開放推進会議-と引き継がれている0

13)1969(昭和 44)年より特別保育事業として行われたもので､乳児が 3人以上入所 し､乳児室とはふく

室の合計が乳児 1人あたり5m3以上等の一定の設備を有している場合に指定保育所となり､補助を受け

ることができるときれていたB

ト1)当時の法令では ｢保母｣と記されているが､1999(平城11)牢の児童福祉法施行令改正より ｢保育

士｣へと変更されているQ

ltr,I--E16時間未満又は月20日未満勤務L7)保育土｡
16)厚生労働省 ｢地域児童福祉事業調査結果の概況｣､2005(平成 17)牢｡

17)｢民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律｣(1999(平成 11)牢法律第 117号)
を活周した公設民営方式｡官民の契約に基づき､PFi事来者が施設を建設 し､地方公共団体がそれを買い

取り､又は貸借した上で､当言責pFI事業者に運営させるもの｡i

湖 最低基準では､｢滴 2歳以上の幼児を入所させる保育所には､保育室叉は遊戯室,屋外遊戯場 (保育所

の付近にある屋外遊戯場に代わるべき場所を含む｡以下同じQ)､調理室及び便所を設けること｣(32粂

5項)とあるQ

19)厚生労働'G 社会保障審議会､第 22回少子化対策特別部会資料､2009(平成 21)辛い

30)1965(昭和40)牛の厚生省児童家庭局の通達を初めとしているO幼稚園教育要領に準ずるものであり､
最低基準第35条の規定に基づいて､全国LT)認可保育所が遵守すべき保育J)基本原則を示し.ている0

牢､47頁O
:コ)内閣帝国民生活局物価政策課｢『保育サービスに関する研究会』報告書｣､2003(平成 ltr,)牢､15-17'EiQ
23)全回日本保育協会 『改正保育制度施行の実態及び保育所J)運営管理に関する調査研究報告書』､実施
期間 2002(平成 14)牢ICI月 10日-11月11日､調査票配布救2239､回収率46.00,6､回答故 1030 O
24)調査時期:2008(平成 20)牢9月から10月､調査対象 二園児軟30人以上J)認可保育所LT)所長 ･施設

長､副所長 ･副施設長､主任､サンプル数 :12.000か所(公立6.0()0か所､私立6000か所)､回収率 25.20.
(3018か所､うち公立 1584か所､私立 1434か所)､調査顧問 :磯部頼子､｢幼児教育 ･保育についての

基本調査 (保育所編)｣､http::･;･･･lvw､lT.benesse.L10.jpJ:'jisedaiken/ 20O9年 12月22日閲覧)
25)前掲･全国日本保育協会『改正保育制度施行J)実態及び保育所の運営管理に関する調査研究報告書』､

13百､100頁L,
26)厚生労働省 ｢地域児童福祉事業等調査報告｣､2006(平成 18)午,J

27)20OO(平成 12)牢11月から2001(平成 13)年 1月に 15都道府県で､2001年9月から同年 11月に全都
道府県で行われたQ

2S)代表者､評価決定委員会､評価調査者､事務局によって構成される｡原則として法人格を有することと

されているCまた､国のガイ ドラインを満たす評価基準や適切に評価事業を行い うる数の評価調査者､
評価調査者養成研修に関するプログラムを有していること等が要件となっている｡

29)自己評価 ｡利用者アンケー トの内容は､厚生労働省の検討委員会が作成した評価基準を使用すること
も可能とはされているがあくまでガイ ド ラ イ ン扱い で ､ 地 域 の 実情に合わせて第三者評価機関が作 りか
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えていくものとされているO厚生労働首J)検討委員会が作成した自己評価基準はrこどもLT)発 達 援 助 ∴

｢子育て支援｣､｢地域J)住民や関係機関とJ)連携｣､｢運営管理｣の4部門に分かれ､全体で52し')評価項目で

構成されている｡

30)厚生労働省の検討委員会による報告藩では､評価調査者の要件を①児意福祉等の学識経験者､児意福

祉施設の施設長(経験者)等で､当該業務を5韓以上経験 していること､及び②第三者評価調査者養成研修
もしくはこれに相当する研修及び第三者評価調査者凍威研修を受講していることとしているQまた､原

則 2人以上のチームとされているQ

3i)委員は､｢児童福祉事業経営者､従葉番｣､㌢児魔福祉等の学級経験着 工 ｢児童福祉サ-ビスの別掲者等j

の3分野から概ね 3分の iずつの選任とされているB

32)評価結果の有効期間については､5年以内の期間を各窮三者評価機関が定めるものとされている｡

33)廉宮薬泰子､三神敬子､中野隆二､山内淳子 ｢保育所第三者評価に関する報昏-被評家園からみた効果と

課頓･-.-.1『日本保育学会大会研究論文集』57､2004､812･･一g13臥

主指導教員 (雲尾周唯教授)､副指導教員 (南方鴫教授 ･成嶋隆教授)


